
                                    

   東京大学発明等取扱規則 

（平成１６年４月１日東大規則第１３０号） 

 

 第１章 目的 

 （目的） 

第１条 本規則は、国立大学法人東京大学（以下「大学法人」という。）の教職員等が行っ

た発明等の取扱いについて規定し、その発明者等としての権利を保障し、発明等の奨励及

び研究意欲の向上を図ることを目的とする。 

 （外国出願） 

第２条 本規則は、外国の知的財産権を対象とする発明等に関しても、これを準用する。 

 

 第２章 定義 

 （定義） 

第３条 本規則において、次に掲げる用語は、次の定義によるものとする。 

 （１） 「発明等」とは、次に掲げるものをいう。 

    イ 特許権の対象となるものについては発明 

    ロ 実用新案権の対象となるものについては考案 

    ハ 意匠権の対象となるものについては意匠の創作 

    ニ 育成者権の対象となるものについては品種の育成 

    ホ 回路配置利用権の対象となるものについては回路配置の創作 

 （２） 「発明者等」とは、発明者、考案者、意匠、回路配置の創作者及び品種の育成者

の総称をいう。 

 （３） 「特許等」とは、特許、登録実用新案、登録意匠、登録回路配置及び登録品種の

総称をいう。 

 （４） 「特許権等」とは、特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許権、実

用新案法（昭和３４年法律第１２３号）に規定する実用新案権、意匠法（昭和３４

年法律第１２５号）に規定する意匠権、種苗法（平成１１年法律第４３号）による

育成者権及び半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和６０年法律第４３号）

に規定する回路配置権並びに外国においてこれらの権利の一に相当する権利をい

う。 

 （５） 「出願等」とは、特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願、回路配置利用権

の設定登録又は品種登録出願等の発明等に関して法令で定められた権利保護のた

めに必要な所定の手続を行うことをいう。 

 （６） 発明等について「実施」とは、特許法第２条第３項、実用新案法第２条第３項、

意匠法第２条第３項、半導体集積回路の配置に関する法律第２条第３項及び種苗

法第２条第４項に定める行為をいう。 



 （７） 「職務関連発明」とは、公的研究資金若しくは大学法人が資金その他の支援をし

て行う研究等、又は大学法人が管理する施設を利用して行った研究等に基づき、教

職員等が行った発明等をいう。 

 （８） 「その他の発明」とは、教職員等の行った発明等のうち、職務関連発明を除いた

ものをいう。 

 （９） 「教職員等」とは、次に掲げるものをいう。 

    イ 大学法人の役員、常勤教職員、特定有期雇用教職員、再雇用教職員、短時間 

    勤務有期雇用教職員及び特定短時間勤務有期雇用教職員 

    ロ イ以外の者であって、職務関連発明につき大学法人との間で契約が締結され 

ている者 

 （10） 「その他の研究者等」とは、教職員等以外の者であって、教育、研修及び研究を

目的として本学が受け入れているものをいう。 

 

  第３章 権利の承継と帰属 

 （機関帰属の原則） 

第４条 大学法人は、教職員等の行った職務関連発明の特許等を受ける権利を承継するこ

とができる。 

２ 大学法人は、職務関連発明について二以上の発明者等がいる場合は、教職員等の特許等

を受ける権利の持分を承継することができる。 

３ 大学法人は、職務関連発明の特許等を受ける権利を承継する必要がないと認めたとき

は、当該教職員等に帰属させることができる。 

４ 発明等を行った教職員等は、大学法人がその特許等を受ける権利を承継しないと決定

した後でなければ、当該権利を当該教職員等以外の者に譲渡等処分してはならない。 

５ 大学法人は、その他の発明について、必要と認めたときは、当該教職員等の同意を得て

その特許等を受ける権利を承継することができる。 

６ その他の発明のうち、その特許等を受ける権利を大学法人が承継しないものの当該権

利は、当該教職員等に帰属する。 

７ 特許等を受ける権利を行使することが社会貢献上適切でないと判断される研究成果に

ついては本条の限りではない。 

 

 （退職後の取扱い） 

第５条 教職員等が大学法人を退職した場合においても、当該発明等が職務関連発明に該

当する場合の取扱いは、本規則によるものとする。 

 

 （守秘義務） 

第６条 大学法人及び教職員等は、当該発明等の内容等の事項について、特許等を受ける権



利を確保するために必要な期間中その秘密を守らなければならない。ただし、大学法人と

当該教職員等が合意の上公表する場合又は大学法人若しくは教職員等の責によらずして

公知となった場合は除く。 

 

 （その他の研究者等の発明等） 

第７条 大学法人は、その他の研究者等に対し、規則又は受入契約等により、当該研究者 

等に対し発明等の届出を求めることができる。 

２ 前項に該当するその他の研究者等が次の各号の発明等を行った場合は、第１５条に準

じて所属する部局に届け出るものとする。 

 （１） 教職員等と共同で行った発明等 

 （２） 自身の大学での研究成果に関わる発明等 

 （３） 現在所属する、又は過去に所属した研究室における研究に関する発明等 

３ 前２項に該当するその他の研究者等は、受入期間の終了後６か月以内に行った発明等

についても、前項の届出をするものとする。 

４ その他の研究者等が第２項又は第３項の届出を行った発明等については、前条の規定

を準用する。 

５ 大学法人は、発明者等であるその他の研究者等の同意を得て、特許等を受ける権利を承

継することができる。 

６ 前項によって権利が承継された場合、教職員等の発明等に準じて、第２３条及び第２４

条の補償金の支払いを行う。 

 

（特許等を受ける権利及び特許権等の譲受）  

第７条の２ 大学法人は、教職員等及びその他の研究者等から、既に出願等を終えた特許等

を受ける権利又は特許権等の譲渡の申出があり、次条に規定する知的財産契約・管理部が

必要と認めた場合、教職員等及びその他の研究者等の同意を得て、その特許等を受ける権

利又は特許権等を譲り受けることができる。  

２ 大学法人における知的財産等の技術移転に資するため、次条に規定する知的財産契約・

管理部が必要と認めた場合、大学法人は、教職員等及びその他の研究者等以外の者、又は

大学法人以外の機関の同意を得て、その特許等を受ける権利又は特許権等を譲り受ける

ことができる。 

 

  第４章 発明等の処理機関 

 （知的財産契約・管理部） 

第８条 本規則に定める事務を行うため、総長が別に定めるところにより知的財産契約・管

理部を設置する。 

 



 （機関帰属の判断） 

第９条 知的財産契約・管理部は、教職員等が行った発明等の特許等を受ける権利（第７条

第１項又は第２項の規定により、その他の研究者等が届け出た場合を含む。）を大学法人

が承継することの要否を決定する。 

 

 （出願に関するコンサルティング） 

第１０条 知的財産契約・管理部は、必要に応じて、発明等の新規性や権利化の範囲等につ

いて、発明者等に対するコンサルティングを行う。 

 

 （譲渡・出願・中間処理・登録・維持等に関する業務） 

第１１条 知的財産契約・管理部は、大学法人がその特許等を受ける権利又は特許権を承継

すると決定した発明等について、発明者等からの権利移転手続、出願から登録にいたる手

続、権利化後の維持手続の要否を判断し、必要な手続を速やかに実施する。 

２ 知的財産契約・管理部は、前項の手続業務の全部又は一部を第三者に委託することがで

きる。 

 

 （技術移転に関する業務） 

第１２条 知的財産契約・管理部は、大学法人が所有する特許等を受ける権利及び特許権等

について、その活用を推進し、必要と判断したときは、企業等に技術移転を行う。 

２ 知的財産契約・管理部は、技術移転の方法として専用実施権の設定、通常実施権の許諾

又は権利の譲渡のうちから、当該発明等が社会に最も寄与すると考えられるものを選択

する。 

３ 知的財産契約・管理部は、第１項の業務の全部又は一部をＴＬＯ等の第三者に委託する

ことができる。 

 

 （係争に関する業務） 

第１３条 大学法人は、大学法人が所有する特許等を受ける権利及び特許権等について、そ

の権利を守るために法的手段を講じる。 

 

 （部局の知的財産管理機能） 

第１４条 発明者等が所属する部局は、当該発明者等が行った発明等が職務関連発明であ

るか否かを認定する。 

２ 部局は、前項の認定に必要な機関として知的財産室等を設置できる。 

 

  第５章 処理手続 

 （発明等の届出） 



第１５条 教職員等は、発明等を行ったときは別に定める様式によって、速やかに所属する

部局に届け出るものとする。 

２ 教職員等は、当該発明等に関連する他の知的財産（職務関連著作、有体物、商標等） 

がある場合には、前項の届出に付記するものとする。 

 

 （職務に関連する発明の認定） 

第１６条 部局は、前条の規定による届出があったときは、その報告に基づき職務関連発明

であるか否かを決定する。 

２ 部局は、前項の規定による当該発明等に関する決定を１０日（休日を除く。）以内に行

い、当該教職員等に通知しなければならない。 

３ 部局は、第１項の規定による決定後、職務関連発明と判断した発明等及び発明者等が大

学法人による権利化を希望する発明等を速やかに知的財産契約・管理部に案件送付する。 

４ 知的財産契約・管理部は、前項の案件送付があったときは、速やかに当該教職員等に受

理した旨を通知しなければならない。 

５ 部局は、第１項の規定による決定が１０日（休日を除く。）以内に行えないときは、知

的財産契約・管理部に決定を委ねることを付記して、知的財産契約・管理部に案件送付す

る。 

６ 知的財産契約・管理部は、前項の案件送付があったときは、当該教職員等に受理した旨

を通知するとともに、速やかに当該発明等が職務関連発明であるか否かを決定する。 

７ 知的財産契約・管理部は、前項の規定による決定後、速やかに部局及び当該教職員等に

通知しなければならない。 

 

 （権利の承継と譲渡書の提出） 

第１７条 知的財産契約・管理部は、前条第３項による案件送付のあった発明等又は前条第

６項において職務関連発明と決定した発明等につき特許等を受ける権利を大学法人が承

継するか否かを決定する。 

２ 知的財産契約・管理部は、前項の規定による決定を前条第４項又は第７項による通知後

１０日（休日を除く。）以内に行い、当該教職員等に通知しなければならない。 

３ 教職員等は、当該発明等につき特許等を受ける権利を大学法人が承継すると決定した

ときは、別に定める様式による権利譲渡書を知的財産契約・管理部に提出しなければなら

ない。なお、第４条第５項又は第７条第５項の場合においても、大学法人は、教職員等又

はその他の研究者等に対し当該権利譲渡書の提出を求めるものとする。 

 

 （部局決定に対する異議申し立て） 

第１８条 教職員等は、第１６条による部局の決定に異議があるときは、通知を受けた日か

ら２週間以内に部局に対し、異議を申し立てることができる。 



２ 部局は、異議の申し立てがあったときは、当該異議申し立ての当否を決定する。 

３ 部局が前項の決定を行ったときは、当該教職員等にその結果を通知する。 

 

 （知的財産契約・管理部に対する異議申し立て） 

第１９条 発明者等は、第１７条第１項による知的財産契約・管理部の決定に異議があると

きは、通知を受けた日から２週間以内に知的財産契約・管理部に対し、異議を申し立てる

ことができる。 

２ 知的財産契約・管理部は、異議の申し立てがあったときは、当該異議申し立ての当否を

決定する。 

３ 知的財産契約・管理部が前項の決定を行ったときは、当該発明者等にその結果を通知す

る。 

 

（知的財産契約・管理部の承継決定が遅れた場合の特例）  

第２０条 教職員等は、第１７条第１項の規定による決定が第１６条第４項又は第７項に

よる通知後１０日（休日を除く。）以内になされない場合、第４条第３項の決定があった

ものとして自己で権利化を図ることができる。ただし、承継決定を第１６条第４項又は第

７項による通知後１１日以降に行う必要性が生じ、教職員等の同意が得られた場合は、こ

の限りでない。  

２ 前項の場合、教職員等は、自己で権利化を図ることを知的財産契約・管理部に報告する

とともに、次条の報告義務を負う。 

 

 （職務関連発明の報告義務） 

第２１条 教職員等は、第４条第３項により特許等を受ける権利を得て、権利化を図るとき

は、その経過を知的財産契約・管理部へ報告しなければならない。 

 

 （迅速な処理を要する場合の特例） 

第２２条 教職員等は、研究成果の公表又は発明等の優先権確保の必要がある場合、第１７

条第２項による通知を受ける前に、迅速な処理を必要とする理由を知的財産契約・管理部

に通知することにより、自らの責任において出願等を開始することができる。その際、当

該教職員等は、第４項の手続を阻害することを行ってはならない。 

２ 前項の場合でも、第４条第４項による権利譲渡等処分の禁止、第６条による守秘義務は

適用される。 

３ 第１項に該当する教職員等は、手続の経過を知的財産契約・管理部へ報告する義務を負

う。 

４ 大学法人は、第１７条第１項の規定に基づき当該発明等の承継を決定した場合には、第

１項の規定により教職員等が出願等を行った発明等につき特許等を受ける権利又は特許



権等を承継することができる。 

５ 前項の規定による承継を行った場合には、大学法人はその出願等に要した費用を教職

員等に支払わなければならない。 

 

  第６章 補償と実施料等の収入分配 

 （権利承継による補償の支払い） 

第２３条 大学法人は、大学法人が次の各号に掲げる場合において特許等を受ける権利又

は特許権等を取得したときは、その特許等を受ける権利又は特許権等に係る発明等を行

った教職員等に対し、別に定める補償金を支払うものとする。 

 （１） 大学法人が特許等を受ける権利を承継し、これが登録になったとき（登録補償） 

 （２） 第７条の２第１項の規定に基づき、大学法人が特許権等（出願済みの発明等の特

許等を受ける権利を含む。）を譲り受けたとき（譲受補償） 

２ 第７条の２第２項の規定に基づき、大学法人が、教職員等及びその他の研究者等以外の

者、又は大学法人以外の機関から、特許等を受ける権利又は特許権等を譲り受けた場合、

前項及び次条に準じた補償金を支払うことができる。 

 

 （実施による利益及び実施料等の収入による補償の扱い） 

第２４条 大学法人は、大学法人がその所有する特許権等の実施により利益実績を得たと

き、又は大学法人が所有する特許等を受ける権利又は特許権等を第三者に実施許諾若し

くは譲渡して収入を得たときは、その利益実績又は実施料等の収入に応じて当該発明等

を行った教職員等に対し、原則として次条及び第２６条の規定に従って補償金を支払う。 

 

 （経費の控除） 

第２５条 大学法人は、利益実績又は実施料等の収入から、必要経費を控除して分配金総額

を算定する。 

 

 （分配金総額の分配） 

第２６条 大学法人は、前条の規定により算出した分配金総額（年額）を、次に定める割合

で分配する。 

 （１） 分配金総額の４０％を当該発明等を行った教職員等に補償金として分配する。 

（２） 分配金総額の６０％を当該発明等の届出を受理した部局と知的財産契約・管理部

で等分する。 

２ 前項第２号において、当該発明等を行った教職員等が複数いる場合であって当該発明

等を行った教職員等が異なる部局に所属する場合、当該発明等を行った教職員等全員の

同意があるときは、当該分配金をそれぞれが所属する部局に分配することができる。 

３ 当該発明等を行った教職員等は、大学法人に届け出ることにより第１項第１号の補償



金を受ける権利の全部又は一部を放棄し、当該放棄に係る補償金の全額を当該発明等を

行った教職員等の指定する研究室、講座、専攻、部局その他これに類する組織へ分配させ

ることができる。 

 

 （共同発明者に対する補償と分配） 

第２７条 第２３条及び第２４条の補償金は、それを受ける権利を有する教職員等が２人

以上あるときは、原則としてそれぞれの持分に応じて支払う。 

 

  第７章 雑則 

 （本規則の改廃） 

第２８条 本規則の改廃は、教育研究評議会の審議を経て行う。 

 

 （他機関との契約等） 

第２９条 大学法人が他機関と研究に関する契約又は協定を締結するときには、相手機関

に本規則の趣旨を説明し、当該契約又は協定を本規則で規定する大学法人及び教職員等

の権利を擁護する内容にするよう努めなければならない。 

２ 前項にかかわらず、大学法人が本規則と異なる内容の契約又は協定を他機関と締結す

る場合、教職員等は当該契約又は協定の内容を遵守しなければならない。 

 

 （既存の契約） 

第３０条 本規則の施行前に締結された契約により、大学法人と教職員等、その他の研究者

等又はそれ以外の第三者との間で発明等の取扱いが合意されている場合は、当該契約の

合意事項に従う。 

 

 （補則） 

第３１条 この規則に定めるもののほか、この規則の実施に関し必要な事項は、東京大学基

本組織規則第１８条第１項の規定に基づく組織として設置される産学協創推進本部の長

が別に定める。 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

 （規則の廃止） 

２ 東京大学発明規則（昭和５４年４月１７日制定）は、廃止する。 



 （経過措置） 

３ （削除） 

 

 （経過措置の見直し） 

４ （削除） 

 

附 則 

この規則は、平成１６年９月３０日から施行する。 

 

附 則  

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。ただし、了解事項の改正規定は、平成１７

年３月１日から適用する。  

 

附 則  

この規則は、平成１８年１月３０日から施行する。  

 

附 則 

この規則は、平成１９年１月３０日から施行する。 

 

附 則 

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行前に届出のあった発明等に係る補償金の分配については、改正後の東

京大学発明等取扱規則の第２６条第３項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

   附 則 

この規則は、令和２年１１月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この規則は、令和５年７月１日から施行する。 

２ 東京大学発明等取扱規則実施細則（平成１６年９月３０日東大規則第１８１号）は、廃

止する。 

 

 

了  解  事  項 

 

  本規則は、平成１６年４月１日以降になされた発明等に適用され、平成１６年３月３１



日以前になされた発明等にあっては、旧東京大学発明規則（平成１５年１月２９日付け１

４文科振第７１８号文部科学大臣決定「文部科学省の職員の職務発明等に対する補償金

支払要領」を含む。）が適用されるものとする。 

また、平成１６年４月１日より前になされた発明等に基づく出願等を基礎とした優先

権主張を伴う出願、その優先権主張を伴う出願を基礎とした分割出願及び変更出願並び

に平成１６年４月１日より前になされた発明等に基づく出願等を原出願とした分割出願

及び変更出願は、同様に従前のとおりの取扱いをするものとする。 

  ただし、本規則施行後に、大学法人に対し発明等の特許等を受ける権利又は特許権等が

譲渡される場合、及び平成１６年３月３１日以前になされた発明等であって旧東京大学発

明規則に基づき国が承継した特許等を受ける権利又は特許権等において、平成１６年 4 月

１日以降に大学法人が権利の維持・保全等又は企業等への技術移転のために費用を負担し

た場合は、本規則の補償等の規定を適用することを妨げない。 


